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同和問題（部落差別）に関する滋賀県の取組状況等について（詳細） 

 

（１）教育・啓発 

 ①教育 

部落差別をなくし、人権が尊重された社会の実現をめざして取り組まれてきた同和教育は、 

日本におけるすぐれた人権教育であると言える。 

  本県では、「同和教育の本質は、近代社会の原理である自由と平等の原則に基づき、社 

会の中に今なお存在する不合理な部落差別をなくすことをめざし、互いの人権を認め合 

い敬愛し合う人間を育成し、人権尊重の精神を貫く社会の実現を期すること」とする「滋 

賀県同和教育基本方針」に基づき、あらゆる教育の場において取組を進めている。 

（Ⅰ）「同和問題」に関わる校種別取組状況 （※人権学習の時間も含む） 

（Ⅱ）具体的な取組例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料２ 

「同和問題」に関わる教育の実施状況（％） 

  平成２９年 平成３０年 令和１年 令和２年 令和３年 

小学校 100 97 90 89 100 

中学校 98 98 96 91 99 

高等学校 95 97 97 94 100 

特別支援学校 31 27 47 38 31 

◎小学校 

＜教科における取組＞ 

「室町幕府と差別されていた人々」 

（社会科） 

「戦国の世から江戸の世へ」（社会科） 

「江戸時代の人々のくらしと身分」 

（社会科） 

「医学を支えた人々」   （社会科） 

「渋染一揆」       （社会科） 

「解放令と新たな問題」   （社会科） 

「全国水平社の創立」   （社会科） 

「教科書無償化」     （社会科） 

＜総合的な学習の時間＞ 

主な内容：講師による講演、フィールドワーク等 

「まちづくり学習」 
出典：新しい社会６歴史編 （東京書籍） 
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◎中学校 

＜教科における取組＞ 

「室町幕府と下克上」    （社会科） 

「江戸時代の成立と東アジア」（社会科） 

「近世から近代へ」     （社会科） 

「近代国家への歩み」    （社会科） 

「大正デモクラシーの時代」 （社会科） 

「国際化する世界と日本」  （社会科） 

「人権と共生社会」     （社会科） 

「個人の尊重と日本国憲法」 （社会科） 

 

 

＜総合的な学習の時間、特別活動における人権学習＞ 

 主な内容：講師による講演、グループ交流等 

「職業差別」「結婚差別」「教科書無償化運動」 等 

◎高等学校・特別支援学校 

＜教科における取組＞ 

「幕藩社会の構造」    （地理歴史科） 

「明治維新と富国強兵」  （地理歴史科） 

「社会運動の勃興」    （地理歴史科） 

「基本的人権の保障と新しい人権」(公民科) 

 

 

 

 

 

 

＜総合的な学習の時間、特別活動における人権学習＞ 

主な内容：講師による講演、グループ交流等 

「部落差別の現状」「就職差別について」「進路保障と人権」 

「結婚差別について考える」 等 

出典：新しい社会歴史・公民（東京書籍） 

出典：詳説 日本史Ｂ（山川出版社） 

出典：高等学校 現代社会（第一学習社） 
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②啓発 

 ◯同和問題啓発強調月間の啓発 ※令和４年度の実施状況の詳細は P7 の一覧表のとおり 

  ・街頭啓発 

    同和問題解決への一人ひとりの行動を広く県民に呼びかけ、啓発物品を配布している。 

                           

 

 

 

 

 

 

 

 

 ・啓発イベントの開催（じんけんミニフェスタ） 

    人権啓発に接する機会が少ない県民を主な対象として、人権について考えるきっかけを提 

供することを目的とした啓発イベント「じんけんミニフェスタ」を開催している。 

・令和４年度じんけんミニフェスタ（9/3 イオンモール草津） 

 

 

 

 

 

 

・令和４年度じんけんミニフェスタ（9/23 ブランチ大津京） 

 

 

 

 

 

 

・メディアミックス啓発 

  啓発ポスター・グッズ（メモ帳）の作成・配布、テレビスポット CM,交通広告、デジタル広告等 

の様々なメディア・媒体を連携・連動させた啓発を実施している。 
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※令和４年度の広告等デザイン例 

 ・啓発ポスター          ・メモ帳（表紙裏面デザイン） ※表紙デザインはポスターと同じ 

                        

 

 

 

 

 

 

 

  ・新聞広告             ・テレビスポット CM ※YouTube の県公報チャンネルでも視聴可能 

                         

 

 

 

 

 

 

 

 ・県広報誌「滋賀プラスワン」への啓発記事の掲載 

  隔月で発行される県広報誌「滋賀プラスワン」９・１０月号に啓発記事を掲載している。 

  ・令和３年度９・10 月号              ・令和４年度９・１０月号 

   「１００年前の人々が願ったこと              「考えてみませんか、人権の大切さ 

～全国水平社宣言に込められた思い～」      ～令和３年度人権に関する県民意識調査の結果から～」 
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 ・「じんけん通信」の発行 

  毎月県ホームページ上に掲載する人権に関する特集記事「じんけん通信」９月号に啓発記事 

を掲載している。 

 ・令和４年９月号「特集 人権に関する意識調査結果（同和問題）」 

 

 

 

 

 

 

 

 

○同和問題啓発強調月間以外の啓発 

 ・啓発冊子の作成・配布 

地域での人権学習や企業・団体内での研修に活用いただける啓発冊子を作成し、無料で配 

布している。 

  ・同和問題啓発冊子「こころのいずみへ」  ・人権問題啓発冊子「こころやわらかく」 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）相談・支援体制の充実 

 ○相談事業 

   同和問題をはじめとする人権課題解決のための各種事業を行う（公財）滋賀県人権センター

の相談事業の支援（補助）を実施している。 

・（公財）滋賀県人権センター 2021 年度人権相談対応件数（※継続相談を含む） 

 

 

 

 

部落
（同和）

性
（LGBTQ）

子ども 障がい者 外国人 高齢者 患者
犯罪被害者

等
労働者 ひとり親 その他

690 41 1 11 429 7 24 44 0 57 1 75

件数
対象者別内訳
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○インターネット上での差別書き込み等への対応 

 インターネット上で行われる差別書き込みや動画投稿サイトへの差別的な動画（同和地区を 

撮影した動画等）の掲載に関して、市町や関係機関・団体との連携の下、特に悪質性が高いと 

判断されるものについては、県から直接国（法務局）に削除要請依頼を行っている。 

・令和３年度 県削除要請依頼件数：８件（うち削除件数：０件） 

（参考：令和３年度 滋賀県人権センター削除要請依頼件数：７６件（うち削除件数：６６件）） 

※なお、全国的な問題であるインターネット上の差別書き込み等への対応は、国において全国 

レベルで統一的なルールで対応すべき課題であると考えることから、「規制」に関しては、法

的規制等を含め、より一層実効性のある対策を早急に講じるよう、「全国人権同和行政促進

協議会」および「全国知事会」を通じて国に対し要望を行っている。 

 

（３）地域支援 

 ○地域総合センターの運営等支援 

    地域において生活上の各種相談事業や人権課題解決のための各種事業を総合的に行う 

「地域総合センター」（隣保館）の運営助言および運営費・施設等整備費助成などの支援を実

施している。（県内の地域総合センター設置数（令和４年度現在）：２６センター（１２市町）） 

・地域総合センター運営費等補助金 

①隣保館運営費等補助金（補助率：国１/2、県１/４、市町１/４） 

社会福祉法の第２種社会福祉施設として、人権課題解決のため市町が設置する隣保館の

運営費について、コミュニティセンターとしての活動の充実と計画的運営を促進するため補

助を行っている。  

②地域総合センター運営費補助金（補助率：県１/３、市町２/３） 

人権課題解決のため、市町が設置する地域総合センター（隣保館、隣保機能を有する教

育集会所）の運営費について、その活動の充実と計画的運営を促進するため、補助を行って

いる。 

・隣保館整備事業費補助金（補助率：国１/2、県１/４、市町１/４） 

隣保館が福祉の向上や人権啓発の住民交流の拠点となる開かれたコミュニティセンターと 

して、その役割を適切に果たせるよう市町が行う隣保館整備事業（創設、増築、改築、増改築、 

大規模修繕）のうち、国庫補助対象となる事業に対して補助を行っている。 

・地域総合センター運営助言事業 

地域総合センターが、地域社会全体の中で福祉の向上や人権啓発の住民交流の拠点とな 

る開かれたコミュニティセンターとして、生活上の各種相談事業や人権課題の解決のための 

各種施策を総合的に推進できるよう、その機能運運営の充実を図るための事業を、（公財）滋 

賀県人権センターに委託している。 
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内容 実施時期 実施場所・掲示場所等

同和問題解決への一人ひとりの行動を広く県民
に呼びかけ、あわせて啓発物品を配布します。

９月１日（木）
7：30～8：30ほか

JR石山駅ほか
県内各地

９月３日（土）
11：00～16：00

イオンモール草津 セントラルコート

９月23日（金・祝）
11：00～16：00

ブランチ大津京 さんかく広場

強調月間ポスター
８月下旬～
９月30日（金）

県内公共機関、県内JR駅等

啓発物品（メモ帳） ９月中 県内の平和堂各店舗に設置

新聞広告 ９月１日（木）
朝日、毎日、読売、産経、中日、京都
の滋賀版に掲載

テレビスポット広告 ９月中 びわ湖放送

９月１日（木）～
９月15日（木）

京阪電車

９月９日（金）
～10月８日（土）

近江鉄道バス、帝産湖南交通バス

８月発行 「レイクスマガジン」

8月27日発行 「リビング滋賀」

スマートフォン向け人権啓発広告
９月15日（木）
～９月24日（土）

「Yahoo!Japan」および「Yahoo!ニュース」
のアプリ、およびスマートフォン向けWEB
ページ 等

デジタル広告
９月１日（木）
～９月14日（水）

県内のマクドナルド17店舗に掲出

「ふれあいプラスワン」に同和問題に関する
啓発記事および同和問題啓発強調月間の
案内を掲載します。

９月１日（木）
新聞折り込み（朝日、毎日、読売、産
経、中日、京都）

人権施策推進課から毎月発信するメールマ
ガジン「じんけん通信」に同和問題に関する
特集を掲載します。

９月１日（木）
メールおよびLINEで一斉配信
（「しらしがメール」登録者）

メディアミックス
啓発事業

交通広告

地域情報誌

県広報誌
「滋賀プラスワン」

「じんけん通信」

【参考】令和４年度　同和問題啓発強調月間事業　一覧表

事業名
事業内容

街頭啓発

じんけんミニフェスタ

普段、人権啓発事業に接する機会が少ない県
民に、人権について考えるきっかけを提供する
ことを目的として、人権クイズラリー、人権啓発
ブース、ステージイベント等を右記日時・会場で
実施します。


